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国
際
会
計

ワ
ー
ク
プ
ラ
ン
の
更
新
─
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
改
訂
プ

ロ
ジェク
ト
に
関
す
る
ワ
ー
ク
プ
ラ
ン
を

7
月
30
日
付
け
で
更
新
し
た
。
６
月

24
日
付
け
ワ
ー
ク
プ
ラ
ン
か
ら
の
主
な

変
更
点
等
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

全
　
般

・
ワ
ー
ク
プ
ラ
ン
の
区
分
や
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
位
置
づ
け
が
変
更
さ
れ
、
図

表
の
よ
う
な
体
裁
と
な
っ
て
い
る
。

・
開
示
イ
ニ
シ
ア
ティ
ブ
に
属
す
る
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
が
、
主
要
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、

適
用
関
係
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、
リ
サ
ー

チ・プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト（
図
表
で
は
省
略
）

の
３
つ
の
区
分
に
示
さ
れ
て
お
り
、こ

う
し
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
集
合
体
と

し
て
の
開
示
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
の
位

置
づ
け
が
ワ
ー
ク
プ
ラ
ン
に
付
記
さ

れ
て
い
る
。

主
要
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
分
類
：
今
回
の

ワ
ー
ク
プ
ラ
ン
か
ら
、主
要
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
は
、
図
表
で
示
し
た
４
つ
の
区

分
に
分
類
さ
れ
て
い
る
。

・
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号（
２
０
１
４
年
版
）：

最
終
基
準
が
完
成
し
、
ワ
ー
ク
プ
ラ

ン
か
ら
消
去
さ
れ
た
。

・
保
険
契
約
：
再
審
議
時
期
が
、

２
０
１
４
年
第
２
四
半
期
か
ら
同
年

第
３
四
半
期
お
よ
び
第
４
四
半
期
に

変
更
さ
れ
た
。

・
リ
ー
ス
：
再
審
議
時
期
が
、

２
０
１
４
年
第
２
四
半
期
か
ら
同
年

第
３
四
半
期
お
よ
び
第
４
四
半
期
に

変
更
さ
れ
た
。

・
概
念
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
：
主
要
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
区
分
に
移
動
さ
れ

た
。ま
た
、
公
開
草
案
の
公
表
時
期

が
２
０
１
４
年
第
４
四
半
期
か
ら

２
０
１
５
年
第
１
四
半
期
に
延
期
さ

れ
た
。

・
料
金
規
制
対
象
活
動
：
リ
サ
ー
チ
・

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
か
ら
主
要
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
区
分
に
移
動
さ
れ
た
。

・
開
示
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
―
開
示
原

則
：
リ
サ
ー
チ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
か

ら
主
要
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
区
分
に
移

動
さ
れ
た
。

適
用
関
係
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

・
果
実
生
成
型
植
物
：
基
準
の
改
訂
が

終
了
し
、
ワ
ー
ク
プ
ラ
ン
か
ら
消
去

さ
れ
た
。

（図表）　IASBのワークプラン	 	 	 	
2014年 2015年

第3四半期
（7月～9月）

第4四半期
（10月～12月）

第1四半期
（1月～3月）

第2四半期
（4月～6月）

主要プロジェクト
基準書の公表を予定しているプロジェクト
保険契約 再審議
リース 再審議
中小企業向け国際財務報告基準 再審議

公開草案の公表を予定しているプロジェクト
概念フレームワーク ED公表目標

ディスカッション・ペーパーを公表したプロジェクト
ダイナミック・リスク管理の会計：マクロヘッジにおけるポートフォリオ再評
価アプローチ（コメント期限は2014年10月17日）

パブリック・コン
サルテーション

ディスカッション・ペーパーの公表を予定しているプロジェクト
料金規制対象活動 DP公表目標
開示イニシアティブ
開示原則 審議

適用関係プロジェクト
限定的な範囲における改訂
年次改善2012-2014 IFRS公表目標
年次改善2014-2016 ED公表目標
株式報酬取引の分類および測定の明確化（IFRS2号の改訂提案） ED公表目標
負債の分類（IAS1号の改訂提案） ED公表目標
開示イニシアティブ
IAS1号の改訂（開示イニシアティブ） 再審議
財務活動による負債の調整 ＥＤ公表目標

企業とその関連会社／共同支配企業との取引から生じる利得または損失の
消去（IAS28号の改訂提案） ＥＤ公表目標
個別財務諸表における持分法（IAS27号の改訂提案） IFRS公表目標
公正価値測定：会計単位 ＥＤ公表目標
投資企業：連結処理の例外の適用（IFRＳ10号およびIAS28号の改訂提案） 再審議
未実現損失に係る繰延税金資産の認識（IAS12号の改訂提案） ED公表目標
投資者とその関連会社／共同支配企業の間における資産の売却または出資
（IFRS10号およびIAS28号の改訂提案） IFRS公表目標
適用後レビュー
IFRS3号：企業結合 審議

「ED」は公開草案、「DP」はディスカッション・ペーパー、「IFRS」は最終基準書を表している。	 	 	 	 	 	

税
　
　
　
務

林
信
光・
新
国
税
庁
長
官
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
─
国
税
庁

２
０
１
４
年
７
月
に
国
税
庁
長
官

に
就
任
し
た
林
信
光
氏
は
、
国
税
記

者
ク
ラ
ブ
と
の
会
見
に
応
じ
、
就
任

の
抱
負
な
ど
を
語
っ
た
。
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倍
の
議
決
権
を
持
つ
こ
と
に
な
る
。
会

社
法
で
は
、
議
決
権
の
行
使
に
関
す

る
種
類
株
式
の
発
行
は
認
め
て
い
る
が
、

「
議
決
権
に
格
差
の
あ
る
種
類
株
式
」

は
認
め
ら
れ
な
い
と
解
さ
れ
る
た
め
、

単
元
株
式
数
を
利
用
し
て
、「
議
決
権

に
格
差
の
あ
る
種
類
株
式
」と
同
様
の

効
果
を
得
て
い
る
よ
う
だ
。
種
類
株

式
の
発
行
に
つ
い
て
は
、
種
類
株
式
を

保
有
す
る
社
長
が
経
営
に
安
定
的
に

関
与
し
続
け
る
こ
と
が
企
業
価
値
の

向
上
に
な
る
と
い
う
理
由
づ
け
が
さ

れ
て
い
る
。
た
だ
し
、
普
通
株
式
保

有
者
の
権
利
を
守
る
た
め
、
他
の
条
項

（
普
通
株
式
の
４
分
の
３
が
取
得
さ
れ

た
場
合
に
は
、
普
通
株
式
に
転
換
す

る
等
）が
規
定
さ
れ
て
い
る
。

会
社
法
で
は
種
類
株
式
を
認
め
る

規
定
は
あ
る
が
、
上
場
に
あ
た
り
、

種
類
株
式
を
発
行
し
て
い
る
こ
と
を
認

め
る
か
ど
う
か
は
、
取
引
所
の
判
断
に

委
ね
ら
れ
て
い
る
と
いって
よ
い
。
種
類

株
式
に
は
、「
株
主
平
等
の
原
則
」か
ら

は
疑
問
の
あ
る
も
の
も
あ
り
、
原
則
で

あ
る「
株
主
平
等
の
原
則
」を
貫
く
の

か
、
そ
れ
と
も
優
良
・
有
望
企
業
の
上

場
を
促
進
す
る
た
め
に
柔
軟
な
対
応

を
す
る
の
か
は
難
し
い
選
択
に
な
る
。

そ
う
は
言
っ
て
も「
株
主
平
等
の

原
則
」が
侵
害
さ
れ
る
事
象
が
起
こ

る
の
か
ど
う
か
も
含
め
て
、
今
後
発

生
す
る
経
済
事
象
は
、
誰
も
正
確
に

は
予
想
で
き
な
い
の
だ
が
…
。

長
谷
川　

茂
男（
中
央
大
学
専
門
職
大

学
院
特
任
教
授
）

グローバル会計
の視点

グローバル会計
の視点

種類株式種類株式

を
犯
す
の
で
、
そ
の
種
類
株
式
を
認

め
な
い
と
判
断
し
た
た
め
、
米
国
の
取

引
所
へ
の
上
場
に
方
向
転
換
し
た
よ
う

で
あ
る
。
米
国
の
ニュ
ー
ヨ
ー
ク
取
引

所
と
ナ
ス
ダ
ッ
ク
取
引
所
は
、「
種
類
株

式
」を
認
め
て
お
り
、
創
業
者
や
Ｃ
Ｅ

Ｏ
が「
議
決
権
に
格
差
の
あ
る
種
類
株

式
」を
保
有
す
る
グ
ー
グ
ル
や
フェ
イ
ス

ブ
ッ
ク
と
いっ
た
実
例
も
あ
る
。
グ
ー

グ
ル
や
フェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
は
、
創
業
者
や

Ｃ
Ｅ
Ｏ
が「
議
決
権
に
格
差
の
あ
る
種

類
株
式（
た
と
え
ば
、
普
通
株
式
は
１

株
１
議
決
権
で
あ
る
が
種
類
株
式
は

１
株
10
議
決
権
）」を
保
有
し
て
い
る
。

次
に
、
日
本
で
も「
種
類
株
式
」が

話
題
と
な
っ
た
。
２
０
１
４
年
３
月
に

東
証
マ
ザ
ー
ズ
に
上
場
し
た
サ
イ
バ
ー

ダ
イ
ン（
筑
波
大
学
発
の
ロ
ボ
ッ
ト
・

ス
ー
ツ
・
ベ
ン
チ
ャ
ー
）は
、「
種
類
株

式
」を
発
行
し
て
い
る
。
こ
の
種
類
株

式
は
、
単
元
株
式
数
が
普
通
株
主
と

は
異
な
る
。
普
通
株
式
の
単
元
株
式

数
は
１
０
０
株
、
種
類
株
式
の
単
元

株
式
数
は
10
株
と
す
る
こ
と
に
よ
り
、

１
単
元
１
議
決
権
で
あ
る
た
め
、
種

類
株
式
の
保
有
者
は
普
通
株
式
の
10

会
社
法
で
は
、「
種
類
株
式
」の
定

義
は
な
く
、「
権
利
の
内
容
の
異
な
る

２
つ
以
上
の
株
式
を
発
行
す
る
会
社
」

が
種
類
株
式
発
行
会
社
と
さ
れ
る
。

つ
ま
り
、「
種
類
株
式
」は「
普
通
株

式
」と「
そ
の
他
の
普
通
株
式
と
は
異

な
る
権
利
の
株
式
」の
双
方
を
示
す
こ

と
に
な
る
が
、一般
的
に
は
、「
種
類
株

式
」は
普
通
株
式
以
外
の
株
式
を
指

す
こ
と
が
多
く
、
本
稿
で
も
そ
の
意

味
で
使
用
し
て
い
る
。

現
在
の
会
社
法
で
は
、
い
く
つ
か

の
種
類
株
式
の
発
行
を
認
め
て
い
る
。

そ
の
な
か
に
は
、
配
当
・
財
産
分
配

に
つ
い
て
の
優
先
株
式
ま
た
は
劣
後
株

式
、
議
決
権
行
使
株
式
、
取
得
請
求

権
付
株
式
、
拒
否
権
付
株
式
な
ど
が

あ
る
。
優
先
株
式
も
種
類
株
式
で
あ

り
、
買
収
防
止
策
と
し
て
利
用
で
き

る
種
類
株
式
も
あ
る
。

さ
て
、
こ
の「
種
類
株
式
」で
あ
る

が
、
最
近
２
つ
の
事
例
が
話
題
と
な
っ

て
い
る
。
ま
ず
、
上
場
を
予
定
し
て
い

る
中
国
の
Ｅ
コマ
ー
ス
企
業
の
ア
リ
バ
バ

の
場
合
で
、
上
場
後
の
ア
リ
バ
バ
の
時

価
総
額
は
20
兆
円
を
超
え
る
の
で
は

な
い
か
と
い
わ
れ
て
い
る
。ア
リ
バ
バ
は
、

ま
ず
、
香
港
証
券
取
引
所
で
の
上
場

を
目
指
し
た
が
、
そ
れ
を
断
念
し
、

米
国
で
上
場
す
る
予
定
と
報
道
さ
れ

て
い
る
。
そ
の
理
由
は
何
か
と
い
う
と
、

経
営
陣
が
取
締
役
の
過
半
を
占
め
る

た
め
の「
議
決
権
に
格
差
の
あ
る
種
類

株
式
」に
あ
る
。
香
港
取
引
所
が
、
こ

の
種
類
株
式
が「
株
主
平
等
の
原
則
」

就
任
に
あ
た
っ
て
の
抱
負

国
税
庁
の
使
命
と
は
、

納
税
者
の
自
発
的
な
納
税

義
務
の
履
行
を
適
正
か
つ

円
滑
に
実
現
す
る
こ
と
で

あ
る
。
そ
の
た
め
、
納
税

者
の
申
告
意
欲
を
高
め
る

こ
と
が
国
税
庁
の
基
本
的

な
職
務
で
あ
り
、
納
税
者

サ
ー
ビ
ス
の
充
実
や
納
税

者
が
自
ら
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
を

果
た
す
施
策
を
進
め
る
こ
と
が
大

事
で
あ
る
。
ま
た
、
不
公
平
感
を
抱

か
せ
な
い
よ
う
に
、
納
税
義
務
を
果

た
し
て
い
な
い
方
々
に
は
適
切
な

指
導
・
調
査
を
行
っ
て
い
き
た
い
。

加
え
て
、
現
状
の
組
織
に
慢
心
せ

ず
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化

と
い
っ
た
環
境
の
変
化
に
対
応
し

た
組
織
や
業
務
の
改
革
を
呼
び
か

け
て
い
る
。
そ
れ
ら
の
変
化
を
チ
ャ

ン
ス
と
捉
え
、
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を

発
揮
し
て
職
務
に
取
り
組
ん
で
い

き
た
い
。

消
費
税
率
引
上
げ

消
費
税
率
が
本
年
４
月
１
日
に

引
き
上
げ
ら
れ
た
が
、
改
正
消
費
税

法
は
多
く
の
事
業
者
の
皆
様
に
影

響
を
与
え
る
も
の
で
あ
る
。
そ
の
改

正
概
要
や
消
費
税
の
し
く
み
を
十
分

に
理
解
し
て
も
ら
い
、
適
正
な
申
告
・

納
付
が
で
き
る
よ
う
に
、
広
報・相
談・

指
導
等
を
実
施
し
て
い
き
た
い
。

平
成
27
年
以
降
の
相
続
税
の
課
税

ベ
ー
ス
の
拡
大

納
税
者
に
自
発
的
な
申
告
・
納
税

を
し
て
も
ら
う
た
め
、
国
税
庁
の
Ｈ

Ｐ
の
充
実
、
ま
た
、
申
告
書
作
成

に
役
立
つ
特
例
の
解
説
や
申
告
書

の
具
体
的
な
記
載
例
を
盛
り
込
ん

だ
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
の
ほ
か
、

税
務
署
に
お
け
る
相
談
体
制
の
充

実
に
つ
い
て
も
準
備
を
進
め
て
い

き
た
い
。

社
会
保
障
・
税
番
号
制
度
の
導
入

国
税
庁
は
法
人
番
号
の
付
番
機

関
と
し
て
の
取
組
み
を
行
う
と
と

も
に
、
個
人
番
号
お
よ
び
法
人
番
号

の
利
活
用
に
向
け
た
取
組
み
を
行

う
べ
く
、
各
種
シ
ス
テ
ム
・
体
制
の

整
備
な
ど
の
準
備
を
進
め
て
い
る
。

富
裕
層
の
国
際
的
な
租
税
回
避

こ
れ
ま
で
、
富
裕
層
の
調
査
に
は

積
極
的
に
取
り
組
ん
で
き
た
。
今
後

は
、
本
年
１
月
か
ら
実
施
さ
れ
て
い

る
国
外
財
産
調
書
制
度
や
各
国
の

税
務
当
局
と
の
情
報
交
換
を
適
切

に
活
用
し
て
、
情
報
収
集
、
調
査
の

充
実
を
図
り
た
い
。
ま
た
、
自
主
的

な
国
外
財
産
調
書
の
提
出
の
た
め

に
制
度
の
広
報
・
周
知
に
努
め
て
い

き
た
い
。
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この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2014年
7月25日

東証上場会社における社外取締
役の選任状況＜確報＞

東京証券
取引所

社外取締役の選任状況について、2014年７月14日までに
提出されたコーポレート・ガバナンスに関する報告書の記
載をもとに作成したもの。社外取締役を選任する東証１部
上場会社は1,347社（前年比12.0％増）となった。

―

2014年
7月31日

公開草案
「修正国際基準（国際会計基準と
企業会計基準委員会による修正
会計基準によって構成される会
計基準）（案）」

ASBJ

2013年８月から「IFRSのエンドースメントに関する作業部
会」で検討が開始され、取りまとめられたもの。①「修正国際
基準の適用」、②ASBJが採択したIASBにより公表された会
計基準等、③「企業会計基準委員会による修正会計基準」か
ら構成される。コメント期限は、2014年10月31日まで。
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金
　
　
　
融

イ
エ
レ
ン
Ｆ
Ｒ
Ｂ
議
長
は
木
を
み

て
森
も
み
る
の
か

証
　
　
　
券

今
後
の
景
気
実
勢
、企
業
収
益
と

株
式
市
場

米
連
邦
準
備
制
度
理
事
会（
Ｆ
Ｒ

Ｂ
）は
、
７
月
29
、
30
日
に
開
催
し

た
米
連
邦
公
開
市
場
委
員
会（
Ｆ
Ｏ

Ｍ
Ｃ
）で
、
市
場
に
潤
沢
な
資
金
を

供
給
す
る
量
的
金
融
緩
和
策
に
つ
い

て
、
市
場
か
ら
の
資
産
購
入
額
を
今

回
も
こ
れ
ま
で
の
Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
と
同

様
、
月
額
１
０
０
億
ド
ル
減
額
す
る

こ
と
を
決
め
た
。こ
れ
で
８
月
か
ら
、

米
国
債
や
Ｍ
Ｂ
Ｓ
な
ど
の
証
券
購
入

額
は
２
５
０
億
ド
ル
に
な
る
。

10
月
の
Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
で
購
入
額
を
ゼ

ロ
に
す
る
こ
と
は
す
で
に
明
ら
か
に

さ
れ
て
お
り
、
こ
の
決
定
自
体
、
市

場
は
取
引
材
料
と
し
て
織
込
み
済
み

で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
市
場
が
次

に
注
目
す
る
の
は
、
量
的
・
質
的
金

融
緩
和
策
の
結
果
、
４
兆
３
千
億
ド

ル
に
ま
で
膨
ら
ん
だ
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
バ
ラ

ン
ス
シ
ー
ト
を
縮
小
・
正
常
化
へ
向

か
わ
せ
る
決
定
を
行
う
の
は
い
つ

か
、
事
実
上
ゼ
ロ
金
利
と
な
っ
て
い

る
政
策
金
利
を
引
上
げ
に
転
じ
る
の

は
い
つ
か
、
と
い
う
点
に
な
る
。

こ
う
し
た
政
策
決
定
に
関
し
て
、

イ
エ
レ
ン
議
長
は
明
確
な
言
質
を
与

え
る
こ
と
を
避
け
て
い
る
。
そ
れ
で

も
今
回
の
Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
声
明
文
か
ら

は
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
使
命
と
な
っ
て
い
る

デ
ュ
ア
ル
マ
ン
デ
ー
ト
、
す
な
わ
ち

雇
用
の
最
大
化
と
物
価
の
安
定
に
つ

い
て
、
イ
エ
レ
ン
議
長
が
持
っ
て
い

る
明
確
な
認
識
を
読
み
取
る
こ
と
が

で
き
る
。

冒
頭
で
、
イ
ン
フ
レ
率
は
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の

長
期
目
標
に
近
づ
き
つ
つ
あ
る
な
ど
、

各
指
標
に
明
る
い
材
料
が
み
ら
れ
る

点
を
述
べ
て
い
る
が
、
雇
用
統
計
に

関
し
て
は
失
業
率
の一層
の
低
下
に
言

及
し
な
が
ら
も「
い
ま
だ
に
無
視
で
き

な
い
ほ
ど
労
働
力
が
活
用
で
き
て
い
な

い
」状
況
を
指
摘
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、

労
働
参
加
率
の
低
さ
や
明
確
な
賃
金

の
上
昇
が
み
ら
れ
な
い
、
と
いっ
た
労

働
市
場
の
質
を
問
題
に
し
て
い
る
も

の
と
考
え
ら
れ
、
労
働
経
済
学
の
専

門
家
と
し
て
知
ら
れ
た
イ
エ
レ
ン
議
長

の
本
領
発
揮
と
な
る
。

た
だ
そ
の
反
面
、
本
来
イ
ン
フ
レ

と
雇
用
は
ト
レ
ー
ド
オ
フ
の
関
係
に

あ
る
こ
と
が
軽
視
さ
れ
る
の
で
は
な

い
か
と
い
っ
た
懸
念
が
残
る
。
労
働

市
場
の
質
と
い
う
木
を
み
る
あ
ま

り
、
こ
の
２
つ
を
バ
ラ
ン
ス
感
覚
と

い
う
森
を
み
る
姿
勢
で
捉
え
な
け
れ

ば
、
利
上
げ
や
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
縮

小
と
い
っ
た
出
口
戦
略
の
タ
イ
ミ
ン

グ
を
誤
る
危
険
は
否
定
で
き
な
い
。

今
年
４
―
６
月
期
の
日
本
経
済
の

落
込
み
は
、
消
費
税
率
引
上
げ
前
の

駆
込
み
需
要
の
反
動
に
よ
る
も
の
で
、

当
初
か
ら
わ
か
っ
て
い
た
。
現
実
に
経

済
悪
化
を
示
す
デ
ー
タ
が
出
て
き
て

も
、
株
式
市
場
は
７
―
９
月
期
の
回

復
を
期
待
し
な
が
ら
情
勢
の
推
移
を

見
守
る
だ
け
で
、
別
に
気
に
し
な
い

と
い
う
奇
妙
な
時
期
で
あ
っ
た
。

た
だ
、
５
月
の
家
計
調
査
が
消
費

支
出
の
大
幅
な
落
込
み（
前
年
同
月

比
で
実
質
８
％
減
）を
告
げ
た
と
き
は

さ
す
が
に
シ
ョッ
ク
で
あ
っ
た
。
背
景

に
給
与
所
得
の
減
少
が
あ
っ
た
こ
と

で
、
７
―
９
月
期
以
降
の
消
費
、
景

気
へ
の
不
安
が
高
ま
っ
た
。

６
月
の
家
計
の
消
費
支
出
は
同

３
％
減
ま
で
マ
イ
ナ
ス
幅
が
縮
小
し
た

一方
、
６
月
の
生
産
は
前
月
比
３・３
％

の
大
幅
な
減
少
と
な
っ
た
。
た
だ
、７
、

８
月
と
回
復
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
ミ
ク
ロ
の
経
済
デ
ー
タ
の

動
き
を
反
映
し
て
、
８
月
中
旬
に
発

表
さ
れ
る
４
―
６
月
期
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
期

初
の
想
定
を
上
回
る
マ
イ
ナ
ス
成
長

に
な
る
だ
ろ
う
が
、
サ
プ
ラ
イ
ズ
と
い

う
こ
と
に
は
な
る
ま
い
。

も
う
１
つ
の
ポ
イ
ン
ト
は
、
企
業
収

益
の
動
向
で
あ
る
。
４
―
６
月
期
の

四
半
期
決
算
発
表
が
ピ
ー
ク
を
迎
え

て
い
る
が
、
製
造
業
の
収
益
は
悪
く

な
い
。
大
手
製
造
業
は
海
外
で
の
生

産
、
販
売
の
比
率
が
高
ま
り
、
内
需

が
少
々
弱
く
て
も
、
十
分
に
稼
げ
る

体
質
を
築
い
て
い
る
の
で
あ
る
。
し
か

し
、
そ
の
分
、
円
相
場
と
企
業
収
益

の
関
係
は
強
ま
っ
て
い
る
。

一
方
、
金
融
業
、
銀
行
や
証
券
会

社
の
４
―
６
月
期
の
収
益
は
落
ち
込

ん
で
い
る
。
株
式
、
債
券
の
証
券
市

場
、
円
・
ド
ル
相
場
な
ど
の
為
替
市

場
の
市
況
膠
着
、
取
引
低
調
が
響
い

た
と
い
う
。
金
融
業
が
市
況
産
業
と

な
っ
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
製
造
業
は
順
調
、
金

融
業
は
一服
と
い
う
の
が
４
―
６
月
期

決
算
の
総
括
と
い
え
よ
う
が
、
現
段

階
で
は
通
年
の
収
益
見
通
し
の
修
正

ま
で
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
す
で
に
国

際
比
較
で
は
日
本
株
の
株
価
収
益
率

は
割
安
と
い
え
な
い
レ
ベ
ル
に
達
し
て

い
る
だ
け
に
、
今
後
の
株
価
上
昇
の

た
め
に
は
企
業
収
益
の
上
方
修
正
と

い
う
展
開
が
待
た
れ
る
。

も
ち
ろ
ん
日
本
株
上
昇
の
た
め
に
は
、

ア
メ
リ
カ
経
済
、
ア
メ
リ
カ
株
が
今
後

も
順
調
に
推
移
す
る
こ
と
が
不
可
欠

だ
。
米
経
済
回
復
への
確
信
が
強
ま
る

な
か
で
、
す
で
に
Ｑ
Ｅ
３
の
10
月
終
了

が
決
ま
り
、
続
く
金
利
引
上
げ
の
模
索

が
始
ま
っ
て
い
る
。
今
後
に
世
界
中
の

注
目
が
集
まって
い
る
が
、日
本
で
は「
米

金
利
上
昇
で
円
安
・
ド
ル
高
」と
い
う
シ

ナ
リ
オ
に
期
待
を
寄
せ
る
声
が
高
ま
っ

て
い
る
。
少
な
く
と
も
日
本
株
に
マ
イ

ナ
ス
と
な
ら
な
い
こ
と
を
望
み
た
い
。


